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教育の情報化に関する総務省の取組 １

①スマートスクール・プラットフォーム実証事業（H29～31）

文部科学省と連携し、教育分野におけるクラウド化を推進した上で、教職員が利用する「校務系システム」と、児童生徒
が利用する「授業・学習系システム」間の、安全かつ効果的・効率的なシステム連携及びデータの利活用手法について実
証し、「スマートスクール・プラットフォーム」として標準化する。

（参考）先導的教育システム実証事業（H26～28）

多様なデジタルコンテンツを、端末やOS、時間や場所を問わず活用可能な「教育クラウド・プラットフォーム」を構築する。
（授業・学習系システム）

②地域ICTクラブ普及推進事業（H30～31）

地域で子供・学生、社会人、障害者、高齢者等がモノづくり、デザイン、ロボット操作、ゲーム、音楽等を楽しく学び合う
中で、プログラミング等のICTに関し世代を超えて知識･経験を共有する仕組みとして、「地域ICTクラブ」を整備。

（参考）若年層に対するプログラミング教育の普及推進（H28～29）

子供たちの論理的思考力や創造性等を高める観点から、クラウドや地域人材を活用した、プログラミング教育の実施モ
デルを開発・普及する。
また、障害のある子供や突出した能力を示す子供に対するものを含む教材コンテンツ・指導ノウハウの開発、ポータルサイ
トの構築、出前講座等のアウトリーチ的手法や指導者研修による全国への普及展開等を実施する。

ハード（システム）

ソフト（コンテンツ・人材）



文部科学省と連携し、教育分野におけるクラウド化を推進した上で、教職員が利用する「校務系システム」と、児童生
徒が利用する「授業・学習系システム」間の、安全かつ効果的・効率的なシステム連携及びデータの利活用手法について
実証し、「スマートスクール・プラットフォーム」として標準化する。

①スマートスクール・プラットフォーム実証事業（Ｈ29～31）

【これまでの取組・現状】
○ 現在、教職員が利用する校務系システムは、児童生徒の成績や家庭状
況など機微な情報を扱うため、セキュリティ確保等の観点から、授業・学習
系システムとは分離されている。

○ そのため、データ受け渡しのためにUSBを使用するなど、非効率な状況
に陥っており、さらに紛失等による個人情報流出も生じかねない。また、両
システムのデータが連携して利用されず、データ利活用による教育の質の
向上や、教職員の事務の効率化の機会が失われている。

○ そこで、セキュリティ確保とデータ利活用を両立させる観点から、両システ
ム間の安全かつ効果的・効率的なシステム連携及びデータ利活手法の確
立と、その円滑な運用基盤となる次世代におけるネットワーク環境の構築が
急務であり、そのための調査研究や実証事業を平成29年度から3年計画で
実施している。

【目標・成果イメージ】
○ 学校現場におけるICT環境整備・データ利活用が促進さ
れることにより、教職員の業務効率化、個々の児童生徒に
応じたさらなるきめ細かな指導が実現し、教育の質の向上
が図られる。

○ 異なる事業者のシステムの自由な組み合わせが可能に
なり、事業者間の競争が促進され、コスト低減やサービス向
上が図られる。

【H31予算額：2.1億円（Ｈ30予算額：2.7億円）】

２



ひろ お

広尾小学校
よ よ ぎ さん や

代々木山谷小学校
うえはら

上原中学校

ふく だ

福田小学校
しん ち

新地小学校
こまがみね

駒ケ嶺小学校
しょうえい

尚英中学校

福島県新地町

東京都渋谷区

てんのう じ

天王寺小学校
あ べ の

阿倍野小学校
たきがわ

滝川小学校
やまとがわ

大和川中学校
きょくよう

旭陽中学校

大阪府大阪市 とみおだいさん

富雄第三小学校
さ ほ

佐保小学校
ろくじょう

六条小学校
とみ お だいさん

富雄第三中学校

奈良県奈良市

かんべ

神戸小学校
にゅうがわ

壬生川小学校
さいじょうひがし

西条東中学校

愛媛県西条市

（参考）スマートスクール・プラットフォーム実証事業の採択地域・団体 ３

「スマートスクール・プラットフォーム」の標準化に向けた実証
５地域を採択



【主な関係者】
• 学校・教育委員会関係者
• 有識者
• 校務系システム提供事業者
• 授業・学習系システム提供事業者

 校務系システムと授業・学習系システム
間の安全かつ効果的・効率的な情報連
携に向けた技術的課題の整理及びデー
タ連携に係る標準仕様の作成（セキュリ
ティに関する事項を含む）

 スマートスクール・プラットフォーム導入
にあたりデータ利活用の基盤となる学校
ICT環境についてのガイドブックの作成

 学習系・校務系データの連携・活用によ
る学級・学校運営の改善等に関するモデ
ルケースの作成

 個々の児童生徒の学びの活動をデータ
化し、活用できる仕組みを構築する際の
学習記録データの収集等に関する取扱
いの整理（教員の負担増にならないよう
なデータの収集方法等）

主として情報通信技術面 主として指導・学校経営面

総務省 文部科学省

スマートスクール・プラットフォーム実証事業 次世代学校支援モデル構築事業

連 携

主
な
実
証
課
題

実
施
体
制

【主な関係者】
• 学校・教育委員会関係者
• 有識者
• 校務系システム提供事業者
• 授業・学習系システム提供事業者
• システムベンダー、セキュリティベンダー
• 通信事業者

同一地域・学校
で実証

※ 総務省事業において検討・整理を行う、学習系・校務
系データの連携・活用を前提としたシステム構成やク
ラウド活用の条件等を踏まえ、文部科学省「教育情報

セキュリティ対策推進チーム」において、教育情報セ
キュリティポリシーへの反映を検討する

（参考）総務省と文部科学省の役割分担 ４



１．検討内容
○ 「未来投資戦略2018」（平成30年6月閣議決定）及び「世界最先端ＩＴ国家創造宣言・官民データ活用推進
基本計画」（同決定）に基づき、総務省において、教育現場における授業・学習系及び校務系システムの効率的・効
果的なデータ連携手法を確立するための、スマートスクール・プラットフォーム実証事業を実施している（平成29年度～
31年度（予定））。

○ これに関連し、授業・学習系及び校務系システムの双方のクラウド化を促進する観点から、クラウド化による
・運用コストの軽減
・セキュアなシステム環境の実現
・教員の事務負担軽減
等の効果に関して検証し、教育現場における効率的・効果的なクラウド導入のあり方について本年度中に一定の結論を
得る。
また、慶応義塾大学に調査研究を委託し、高岡市の中学校においてクラウドサービスを活用した遠隔授業を実施するこ
とにより、学校現場が簡易かつ効率的・効果的にクラウドサービスを利用できる手法に関する調査・検証を行い、本有識
者会合において成果を報告する（スマートスクール・プラットフォーム実証事業の平成30年度予算2.7億円の内数）。

赤堀 侃司（座長代理） 一般社団法人ICT CONNECT 21 会長

生貝 直人 東洋大学経済学部総合政策学科 准教授

伊藤 寛 新地町教育委員会教育総務課 指導主事兼社会教育主事

梅嶋 真樹 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 特任准教授

佐藤 昌宏 デジタルハリウッド大学大学院 教授

清水 康敬（座長） 東京工業大学 名誉教授

中井 陽子 日本マイクロソフト株式会社パブリックセクター事業本部
業務執行役員、文教営業統括本部 統括本部長

永宮 直史 特定非営利活動法人日本セキュリティ監査協会 事務局長

宮崎 達三 株式会社ミライト・テクノロジーズ 常務執行役員

※オブザーバ 文部科学省（情報教育・外国語教育課）、経済産業省（サービス政策課教育産業室）
※事務局 総務省（情報活用支援室）

３．スケジュール
第１回（11月21日）
クラウドサービスを利用している教育委員会からの
プレゼンテーション

第２回（１月８日）及び第３回（１月30日）
教育現場でクラウドサービスを提供している事業者
からのプレゼンテーション

第４回（２月22日）
教育現場でクラウドサービスを提供している事業者
からのプレゼンテーション及び論点整理

第５回（３月28日）
最終とりまとめ

２．構成員（敬称略、五十音順）

教育現場におけるクラウド活用の推進に関する有識者会合について ５



②地域ICTクラブ普及推進事業

○ 「地域ICTクラブ」は、地域で子供・学生、社会人、障害者、高齢者等がモノづくり、デザイン、
ロボット操作、ゲーム、音楽等を楽しく学び合う中で、プログラミング等のICTに関し世代を超えて
知識・経験を共有する仕組みとして整備。

○ 地域におけるヒト、モノ、カネの各資源を活かし、地域の特性等に応じた様々なタイプのモデル実証
を行い、全国への横展開を推進。

○ また、高齢者と社会人、子供等の学び合いによる各々の知見の共有、障害者に対する理解の促進、
社会人等に対するリカレント教育なども期待。

ヒト(メンター)
地元企業、ICT関連企業、大学、
NPO、保護者、シニア、学生等

モノ(教材、会場)
地元企業、ICT関連企業、公共施設、
学校・大学、郵便局、図書館等

カネ（活動資金）
地元企業、ICT関連企業、
地域金融機関、行政等

地域コーディネーター

活動
支援

障害者のICT習
得支援連携

多世代交流

ステップアップ
（初級・中級等）

地域における様々なリソースの組合わせ

地域ICTクラブ

・AI倫理観、セキュリティ、
個人情報の取扱等の理解も促進

障害の有無、
性別、国籍、
学年等を
問わず、

ICTに興味
関心のある
子供達が参加

地場産業の後継者育成
（高齢者の知見共有等）

海外交流

地元企業や商店街等による
街づくり・活性化

大学等の地域貢献

小中学校・
学童連携

離島連携等の
遠隔教育

地域課題解決

①

②

③

④

⑤ ⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

【H31予算額：1.8億円（Ｈ30予算額：1.5億円）】

６



【６】新座IoTの学び推進協議会
①新座市
②児童館、公民館モデル

【２】北海道ICT人材育成協議会
①札幌市、岩見沢市
②道立高校・特別支援学校等を拠
点にした学習機会の創出

【11】加賀市地域ICTクラブ推進
協議会

①加賀市
②モノづくり×スマートインクル
ージョン

【４】ぐんまプログラミング教育
推進協議会

①前橋市､高崎市､
太田市・桐生市

②大学・専門学校を拠点とし
たクラブ

【５】こどものミライ協議会
①狭山市、大田区
②モノづくりによる地域貢献

平成30年度実証事業一覧

【17】志田林三郎ICTクラブ
①多久市、佐賀市

②豊かな未来を作る、佐賀の
次世代エンジニアの育成

【19】鹿児島県地域ICTクラブ推進
協議会
①徳之島町、霧島市
②離島・本土連携モデル

【14】三郷町ICT学び推進協議会
①三郷町
②サテライトオフィスを拠点に
多世代交流

【３】三戸地方未来塾
①三戸町
②農山村型モデル

【７】ヒラメキICTクラブ
①品川区、八王子市、
武蔵野市、横浜市

②教員ＯＢと学校の外部支援
組織によるレベル別講座

【13】川根本町地域ICTクラブ
推進協議会
①川根本町

②高齢者をはじめとした地域住民と
の連携による農山村型モデル

【15】MIHARAプログラミング教育
推進協議会
①三原市

②クラブ活動を通じた商店街の
活性化

【16】モックアップ内子協議会
①内子町
②木育×プログラミング教育
の中山間地域モデル

【12】福井県こどもプログラミング
協議会
①福井県全域
②ご当地ロボコン

【９】かながわICTクラブ運営協議会
①横浜市都筑区、中区、神奈川区、
南足柄市

②こども食堂とファブラボとの連携モデル

【18】島原市地域ICTクラブ
推進協議会
①島原市
②視覚障害児でも使える教材

【１】十勝EdTechｺﾝｿｰｼｱﾑ
①十勝地区

②農業・酪農業☓ＩＣＴを視野
に入れた子ども向けセミナー
およびワークショップの提供

【通し番号】提案者（協議会）
①実施地域
②概要

【凡例】

【10】長野県ブートストラップ
少年団運営協議会
①長野市
②ICT企業誘致を目指す自
治体と地域との連携

【８】つづきIoT学習推進協議会
①横浜市都筑区
②アクティブシニアの活用
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【①】会津若松市地域
ICTクラブ推進協議会
①会津若松市

②地域や環境に縛られること
なく活躍できるメンターの育成

【②】新潟県南魚沼市総合支援学校
後援会・ICTクラブ
①南魚沼市

②特別支援学校の後援会を中心とし
たメンター育成

【③】美波IoT推進ラボ
「学びの推進事業部会」

①美波町
②地理的・地域的特性を生かした
メンター育成

【④】八重山圏域ICTクラブ創設推進
協議会
①石垣市、竹富町

②離島地域におけるメンター育成・
派遣ノウハウの構築
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